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In June 2012 the High Altitude LOng range aircraft (HALO), originally acquired for atmospheric studies by the German
Ministry for Research and Education, was used for a geophysical study. On board the aircraft were gravity, GNSSS reflectometry
and geomagnetic instruments. The geomagnetic instrumentation consisted of two identical acquisition chains, each containing
an Overhauser and a fluxgate magnetometer. They were mounted below each wing in under-wing canisters. For the first time,
we were able to collect geomagnetic measurements with such a high and fast flying vehicle, covering a very large area in a
short time period. The study was conducted during four flight days over the Italian peninsula. Due to the mounting of the
instruments very close to the aircraft body, the measurements are strongly contaminated by the aircraft signal. Furthermore, the
sensitivity of some of the scientific instruments on board HALO prevented large variations of the plane’s pitch and roll angles
during the calibration flight and thus a proper calibration of the vector magnetometers and the full determination of the aircraft
signal. Nevertheless, we were able to obtain the long-wavelength part of the geomagnetic field in the study area and showed that
geomagnetic measurements with HALO are possible and promising.
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ヘリコプターによるFALCON AGG（空中重力偏差法）地熱調査について
FALCON AGG survey using Helicopter for geothermal exploration
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豪州やカナダを中心に金属鉱床探査や石油探査へ空中重力探査が適用されている。石油天然ガス・金属鉱物資源機構
（JOGMEC）が九州のくじゅう、霧島地域での地熱調査においてヘリコプターを用いた偏差法による空中重力探査を適用
したのでその手法とくじゅう地域の結果の概要を紹介する。
空中重力探査には地表重力探査と同様に重力加速度を測定するものと重力加速度の空間的な変化の割合 (重力偏差)を

計測するものがあり、今回適用した FALCONTMAGGは後者に属する。米海軍によって開発され、現在はCGG社が実施
する空中重力探査システムであり、ヘリコプターによる重力偏差法探査を行うことができる唯一の空中重力探査システ
ムでもある。重力偏差分布は重力異常分布に比べて細かな地質構造を捉えることができることに加えて、ヘリコプター
で低空を密な測線間隔でデータを取得できるので空中重力探査の中でも最も詳細な探査を行うことができる。
　 FALCONでは 2組計 8個の加速度計を水平な円盤に載せて航空機に搭載し、飛行中に円盤を回転させて重力加速度

の水平微分を計測する。同時にGPSで航空機の位置を計測するとともにレーザースキャナーで近傍の地形の形状を計測
し、地形補正、タイライン補正およびマイクロレベリング等の補正を行った後、調査範囲の水平微分 2成分GNE および
GUV の平面分布を求める。この水平微分それぞれの平面分布を 2次元フーリエ変換した波数領域で重力偏差テンソルや
重力異常を求める。これをフーリエ変換法とよび、地下構造の表現に適した重力鉛直勾配GDD と重力値 gD の分布を探
査結果としている。また、計測した空間領域での水平微分GNE および GUV 分布をもたらす等価ソースの平面分布を逆
解析で求め、等価ソースで生じる GDD と gD の分布を順解析で求める等価ソース法も適用している。
　 JOGMECは、国内における地熱探査での空中重力偏差法適用の第 1段階として、既存の地熱発電所があり、既存資

料も少なくない九州地方のくじゅう地域と霧島地域で調査をおこなった。両地域とも 250mの測線間隔で南北方向に対
地高度 120m以下の地形に沿った平滑曲線飛行でデータを取得した。八丁原地熱発電所と大岳地熱発電所周辺は、精査
地域として測線間隔 125mで測定を行い、図に示すような調査結果が得られた。鉛直重力偏差図では、本地域の地質構造
の卓越方向である NW-SE方向とそれに交差する E-W方向の構造を認めることができる。本調査では重力ポテンシャル
の形状を表すシェイプ・インデックスを重力偏差テンソルから求めている。シェイプ・インデックス図では、鉛直重力
偏差図より地質境界を明確に捉えることができた。また、道路や小径に沿って数 100m以上の間隔で測定を行った地表
重力探査の重力異常分布を空中重力偏差法の飛行曲面に上方接続したものと、空中重力偏差法による重力異常図を比較
した所、ほぼ同様な傾向を示すことと、空中重力偏差法の方がより細かい構造を捉えていることが確認された。
　空中重力偏差法は、地形や植生のために地上の重力探査では近づけないような地域も含め、広範囲の探査対象地域を

効率的に細かく調査できるため、細かな構造を捉えることができる。また、地表の重力探査で広範囲を探査する場合に
は、複数の機関や複数の年で実施された調査を編集することが多く、調査間のデータに不均質が認められることがある
が、空中重力偏差では均質に取得したデータを均質に処理するため、データの信頼性も高い。ただし、空中探査である
ため測定精度には限界があり、狭い範囲の精査は地表重力探査で実施すべきであろう。また、重力偏差は深部の地質構
造に起因する長波長成分が欠如しているので、今回の探査対象としている地熱貯留層には適している可能性がある。今
後、日本国内においても、地熱探査だけでなく、従来から重力探査が適用されてきた断層調査等へも重力偏差法が有力
な探査手法として普及していくと期待される。

キーワード: 空中重力偏差法探査,地熱探査,くじゅう地域
Keywords: Airborne Gravity Gradiometry, geothermal exploration, Kuju area
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STT52-03 会場:102B 時間:5月 27日 09:30-09:45

地熱地域の磁気異常再解析－秋田焼山を例として－
Aeromagnetic 3D subsurface imaging of geothermal areas - A case of Akita-Yakeyama
Volcano, northeast Japan
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秋田焼山は仙岩地熱地域に位置する第四紀火山であり，山麓部で地熱開発が行われ大沼地熱発電所や澄川地熱発電所が
稼働中である．新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や地質調査所（現産業技術総合研究所）においても地熱
調査に係わる調査が行われ，空中磁気データの解析も行われている（Okuma, 1998；大熊・須藤，1987）．Okuma (1998)
は付近で行われたボーリング結果に基づき作成された地質断面図を拘束条件として，フォワードモデリングにより秋田
焼山の磁気構造を推定した．この結果，北山腹に伏在する貫入火成岩体に加え南山腹には逆帯磁の古玉川溶結凝灰岩の
伏在をモデリングできた．しかしながら，この作業には先見情報と相当量の時間と労力が必要であった．
　そこで，今回イタリア・ストロンボリ火山での磁気異常の解析に用いた 3次元イメージング（Okuma et al., 2009；

Nakatsuka and Okuma, 2014）を秋田焼山にも適用し，この結果を先のフォワードモデリングの解析結果と対比してみた．
南北断面図では，北山腹では伏在する貫入岩体に対応するように高磁化強度域が解析されており，その底部深度も大凡
地下 2km程度で地下の温度分布と整合的である．一方，南山腹では古玉川溶結凝灰岩の分布域で負の磁化強度が，さら
に南麓では表層の新規火山岩類の分布に対応するように高磁化強度域が解析された．また，東西断面図では秋田焼山北
斜面に伏在する貫入岩体に対応して高磁化強度域が分布するが，その中心は西寄りで，かつより浅部に頂部深度を持つ
位置関係が地質断面図と整合的である．また，秋田焼山南方の倉沢山付近を中心として分布する逆帯磁の玉川溶結凝灰
岩（須藤，1987）に対応してその深部を中心として顕著な負の磁化強度が分布する．

キーワード: 空中磁気探査,磁気異常,地熱地域,秋田焼山,フォワードモデリング, 3次元イメージング
Keywords: aeromagnetic survey, magnetic anomaly, geothermal area, Akita-Yakeyama Volcano, forward modelling, 3D imaging
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空中電磁探査を活用した火山体調査事例
Case study of Volcano Survey using the Airborne Electromagnetic survey
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現在、日本には 110もの活火山の分布が確認されている。近年では、御嶽山（1984年）や栗駒山（2008年）で火山体
の一部が崩壊し、大規模な土砂災害が発生している。また、阿蘇山（2012年）や伊豆大島（2013年）では、同時多発的
な表層崩壊を起因とした土石流により大きな被害が発生している。一方、東日本大震災以降、低頻度大規模災害への対
応が課題となっており、各火山において、崩壊が発生するおそれのある斜面の把握が求められている。そこで、国土交
通省では、平成 25年度から、火山活動が活発で社会的影響の大きい 29火山（緊急減災対策砂防計画策定対象火山）の
うち、15火山で空中物理探査を活用した火山体調査を進めている。
本研究では、火山体調査結果を収集し、地形・地質情報と比抵抗構造とから崩壊するおそれのある斜面を抽出すると

ともに、崩壊土砂量を推定することを試みた。
本発表では、北海道駒ヶ岳、吾妻山、浅間山、御嶽山の事例について紹介する。

キーワード: 空中物理探査,火山体調査,比抵抗,地形,地質,活火山
Keywords: Airborne Electromagnetic survey, Volcano Survey, specific electrical resistance, topography, geology, active volcano
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2014年霧島新燃岳無人ヘリ空中磁気測量
Aeromagnetic survey at Shinmoedake volcano by using unmanned helicopter in 2014

小山崇夫 1∗ ;金子隆之 1 ;大湊隆雄 1 ;渡邉篤志 1 ;武尾実 1 ;柳澤孝寿 2 ;本多嘉明 3

KOYAMA, Takao1∗ ; KANEKO, Takayuki1 ; OHMINATO, Takao1 ; WATANABE, Atsushi1 ; TAKEO, Minoru1 ;
YANAGISAWA, Takatoshi2 ; HONDA, Yoshiaki3

1 東京大学地震研究所, 2 独立行政法人　海洋研究開発機構, 3 千葉大学
1Earthquake Research Institute, The University of Tokyo,2JAMSTEC,3Chiba University

1.はじめに
新燃岳は 2011年の準プリニー式噴火に発した一連の噴火活動は収束をみせ、現在まで主だった噴火現象や表面現象は

みられていない。しかし、地殻変動や地震活動は依然確認されており、昨年には付近の硫黄山の噴火警戒レベルが引き上
げられるなど予断を許さない状況が続いている。今後の霧島の活動の動向を見極める上でも多項目観測を長期間に渡っ
て継続することは重要である。
我々は噴火活動後の 2011年 5月を初めとして、新燃岳およびその周辺において無人ヘリコプターを利用した多項目観

測を実施してきた。昨年 2014年 10月 21日には通算 4度目となる繰り返し空中磁気測量を実施した。

2.無人ヘリ空中磁気測量
無人ヘリ空中磁気測量は、無人ヘリコプター YAMAHA RMAX-G1 を用いて実施した。全磁力センサーは機体磁気の

影響を軽減させるため機体からおよそ 4 m離して吊り下げた状態で搭載し、測定飛行した。新燃岳西側の領域東西約 3
km x南北約 4 kmの範囲を測線間隔およそ 100 m、対地高度およそ 100 mで測定飛行した。総飛行距離は約 63 kmであっ
た。なお、観測当時の地磁気活動度を示す柿岡での地磁気 K 指数は 2で、外部磁場はおおむね静穏で磁気観測には適当
であったと言える。

3.結果
取得された全磁力データを解析したところ、およそ 1000nTの全磁力異常が見られ、また大局的には以前の測定結果を

非常によく再現していた。続いて、今回の測定結果を、2011年 5月の測定結果と比較したところ、新燃岳火口周辺で顕
著な全磁力変化が見られた。変化の分布は、これまでの測定でも確認されたように、南側正北側負の双極型パターンで
あったが、強度が± 250 nTとさらに強まっており、2011年の噴火活動で火口内に滞留した溶岩の帯磁がより進んだこと
を示唆する結果となった。火口内溶岩が一様に磁化したとして磁化強度を推定すると、およそ 4.0 A/mである。
一連の観測から求められた火口内溶岩の磁化強度の時間変化に着目すると経過時間の 1/2乗によく比例する。このこと

から溶岩は熱拡散で徐々に冷却をし、現在も基本的にはその状況を継続していることがわかった。

キーワード: 繰り返し空中磁気測量,無人ヘリコプター,新燃岳
Keywords: repeated aeromagnetic survey, unmanned helicopter, Shinmoedake
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空中電磁探査技術を活用した大規模表層崩壊予測技術に関する研究
Study on the prediction of the large shallow landslides areas using Airborne Electromag-
netic Survey
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近年、空中電磁探査技術を用いた深層崩壊危険箇所や火山体の調査が実施されており土砂災害発生箇所の予測に関す
る研究が徐々に進歩している。一方、表層崩壊についても 2014年広島災害、2013年伊豆大島災害、2011年那智川災害
など多くの災害が発生しており空中電磁探査技術を用いて崩壊発生箇所の予測ができれば砂防事業の優先度や警戒避難
につなげることができる。そこで本研究では、2011年に大規模な表層崩壊が発生した那智川流域を例に挙げ、空中電磁
探査の結果から 2011年の崩壊箇所と非崩壊箇所の比抵抗特性の違いについて検討した。
　まず、地質と比抵抗特性との関係について整理した。那智川流域は熊野酸性岩 (花崗斑岩)のエリアと熊野層群 (砂岩

泥岩互層)のエリアに分かれているためこれらが比抵抗分布として区別可能であるかを検討した。次に 2011年の崩壊箇
所を比抵抗分布と重ね合わせ、どのような比抵抗の箇所で崩壊が発生したかを検討した。最後に那智川流域の崩壊斜面
と非崩壊斜面について、比抵抗コンターの構造や地下での比抵抗変化率に着目して、その違いについて検討した。
　検討の結果、熊野酸性岩 (花崗斑岩)は比抵抗値が高く、熊野層群 (砂岩泥岩互層)は低くなったため、空中電磁探査で

地質境界を精度良く表すことができた。また 2011年の崩壊斜面のほとんどは地質境界付近に分布していることが分かっ
た。このことから鉛直方向の地質特性の違いにより崩壊が発生したものと考えられる。崩壊斜面と非崩壊斜面の違いに
ついて、崩壊斜面は比抵抗コンターが鉛直であること、崩壊発生斜面近傍の上方で比抵抗変化率の大きい領域が途絶する
ことが分かった。一方、非崩壊斜面は、比抵抗コンターが斜面に平行であること、斜面の上方から下方に連続して比抵
抗変化率の大きい領域が連続することが分かった。比抵抗構造については地質構造を表しており、崩壊斜面は比抵抗コ
ンターが鉛直であることから、崩壊斜面の地質構造は鉛直であり、熊野層群に対して熊野酸性岩が鉛直に近い構造で貫
入していると考えられる。また、地質構造が鉛直である場合浸透した水が斜面下方に流れにくく、地下水位が上昇しや
すく崩壊しやすいと考えられる。比抵抗変化率の大きいエリアはボーリング調査の結果と合わせると地下水位を表して
いると考えられる。崩壊斜面は比抵抗変化率の大きい領域が途絶していることから排水性が低かったと考えられる。以
上のことから、表層崩壊の危険度評価において、空中電磁探査は地質構造や地下水位、地下水の排水性を評価できると
考えられる。

キーワード: 空中電磁探査,表層崩壊
Keywords: airborne electromagnetic survey, shallow landslide
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